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Ⅰ パブリックコメントの実施概要 

１．実施の目的 

「築上町使用料及び手数料見直し方針」を新たに策定するにあたり、住民意見を

反映させるため、同方針案に対して意見募集を行いました。 

 

２．意見募集期間 

令和７年２月 25日（火）10 時～令和７年３月 26 日（水）15 時 

 

３．実施方法 

（１）公表方法 

方針案を築上町役場、コミュニティセンター（ソピア）に配置するとともに、

町ホームページにも掲載しました。 

 

（２）意見提出方法 

上記の資料配置場所に意見回収箱を設置したほか、郵送、持参、電子メール、

ファックスにより意見を募りました。 

 

（３）周知方法 

    方針案を町ホームページに掲載したほか、町公式 LINE 及び防災行政無線放送

により周知を図りました。 

 

４．意見の提出状況及び対応 

（１）意見提出者総数（意見提出方法別人数） 

   ２人（意見回収箱１人、持参１人） 

 

（２）意見件数 

   10 件（意見提出者が１件の意見として提出したものでも、内容が複数の意見に

より構成されると判断したものは、それぞれを計上しました。） 

 

（３）意見への対応 

   修正あり ：０件（意見の趣旨に基づいて方針案を修正するもの） 

   原案どおり：２件（方針案の修正を行わないもの） 

   記載あり ：４件（意見の趣旨と同じ内容が既に方針案に記載されているもの） 

   その他  ：４件（町政全般、本件又は本件以外の案件への意見・要望・提案） 
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Ⅱ 意見の要旨と意見への対応 

No. 意見要旨 対応と考え方 

１ 

使用料及び手数料の見直しに至った財

政運営上の背景は理解できるし、一定の

根拠に基づいて見直しを行おうとしてい

る点は評価できるが、具体的な見直し内

容や金額、住民への影響など、不明確な点

が多く、慎重な検討が必要だ。 

【記載あり】 

 使用料及び手数料の具体的な見直し内

容については、方針案において「使用料の

基準額」、「手数料の基準額」、「ごみ処理に

係る手数料算定の特例」として記載して

おりますのでご覧ください。 

 使用料等見直しの住民生活への影響に

ついては、方針策定にあたり、わかりやす

く広報を行うよう努めてまいります。 

２ 

 使用料及び手数料を見直すにあたって

の算出根拠や受益者負担の割合等を示す

べきだ。 

【記載あり】 

 使用料及び手数料の算出根拠及び受益

者負担割合については、方針案において

使用料等の見直しに係る基準額を「サー

ビスの原価×受益者負担割合」で算出す

ることを明記したうえで、サービスの原

価の算出方法及び受益者負担割合の数値

を明記しております。 

３ 

 財政健全化の必要性について住民の理

解を得るため、具体的な財政状況のデー

タや将来予測を示すべきだ。 

【その他】 

 町では年に２回「築上町財政白書」を公

表し、町の決算情報や予算の執行状況等

を住民の皆様にお知らせしております。

また、令和６年３月に「築上町中期財政計

画」を策定し、令和６年度から令和 10 年

度までの５年間の財政状況の予測を明ら

かにしております。 

 いずれも町ホームページに公表してお

りますのでご覧ください。 
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No. 意見要旨 対応と考え方 

４ 

使用料の水準について近隣自治体の公

共施設との比較を行う場合、単に使用料

の金額を比較するだけでなく、施設の規

模やサービス内容、住民の所得水準など

も考慮すべきだ。 

【記載あり】 

 方針案では使用料の水準について近隣

自治体との比較を行うにあたり、同種・同

規模程度のものを掲載しております。 

 なお、使用料等の水準は、一般的には受

益者が受ける利益を基準とするべき（応

益負担）であり、受益者の所得水準等から

応能的に定めることは妥当でないと考え

ております。 

５ 

高齢者や障がい者、子育て世帯など経

済的に弱い立場にある住民への配慮とし

て減免措置を拡充したり、そのような方

が利用する頻度の高い公共施設について

は使用料を据え置くなどの措置を行う旨

を記載するべきだ。 

【原案どおり】 

使用料等の減免は、方針案の「使用料等

の減免の基本的な考え方」に記載のとお

り「受益者負担の原則」の例外的な取扱い

であり、限定的に行うべきと考えており

ます。 

６ 

利用者数の少ない公共施設について

は、利用促進のための取組を検討するべ

きだ。 

【その他】 

 利用者数の少ない公共施設については

情報発信等により利用促進に努めてまい

ります。 

 一方、本町の公共施設全体としては、現

在及び将来の利用ニーズと財政負担のバ

ランス等を考慮しつつ、施設保有量の最

適化を進めてまいります。 

７ 

証明書の手数料について、オンライン

申請やコンビニ交付を促進し、住民の利

便性向上を図るべきだ。 

【記載あり】 

 方針案の「手数料の基準額」において、

「築上町ＤＸ推進計画」の趣旨を踏まえ、

オンライン申請やコンビニ交付サービス

により証明書を発行する場合の手数料に

ついては、当面の間これを据え置く旨を

明記しております。 
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No. 意見要旨 対応と考え方 

８ 

使用料及び手数料の見直しを行う場

合、その内容や住民生活への影響などに

ついて住民説明会を開催して丁寧に説明

するべきだ。 

【その他】 

 使用料等見直しの住民生活への影響に

ついては、方針策定にあたり、わかりやす

く広報を行うよう努めてまいります。 

 なお、具体的な広報の方法としては、①

全てのご家庭に平等に情報をお知らせで

きること、②最小の経費で最大の効果を

挙げる（地方自治法第２条第 14 項）こと

が期待できることの二点の理由から、町

ホームページでの公表及び全戸配布する

町広報紙での周知を予定しております。 

９ 

受益者負担の原則によって特定の行政

サービスを利用する住民とそれ以外の住

民との間の公平性を図る必要があるこ

と、近隣自治体と比較して使用料等が低

い水準にあることから、使用料及び手数

料の見直しは必要だ。 

また公共施設の更新等によりランニン

グコストが変更する場合は、それを考慮

して使用料等を決定するべきだ。 

【原案どおり】 

 使用料等の見直しにご理解いただきあ

りがとうございます。 

 使用料等の水準については物価変動等

を考慮して定期的に見直しを図る必要が

あると考えており、方針案では５年に一

度使用料等の見直しを行うこととしてお

ります。 

10 

公民館等の公共施設については施設利

用の実情に合わせ、統廃合などを計画的

に進めるべきだ。 

【その他】 

本町の公共施設については、現在及び

将来の利用ニーズと財政負担のバランス

等を考慮しつつ、施設保有量の最適化を

進めてまいります。 

 


